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高齢化の推移と将来推計

3

○2025年には「団塊世代」が75歳以上に、また2040年には「団塊ジュニア世
代」が65歳以上となる等、高齢者の数は2040年代前半まで増加を続け、高齢
化率は総人口の減少に伴いそれ以降も上昇を続ける見込み。

○我が国における高齢者の総人口に占める割合は、29.1％（令和5年8月時点）。



都道府県別高齢化率の推移
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○今後、高齢化率は、全ての都道府県で上昇。



世界の高齢化率の推移
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○我が国の高齢化率は世界で最も高い。

資料：UN，World Population Prospects : The 2022 Revision
        ただし日本は、2020年までは総務省「国勢調査」、2025年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和５年推計）」の出生中位・死亡中位仮定による推計結果による。



6（出所）令和５年経済財政諮問会議（第12回）資料２より引用

高齢者人口と生産年齢人口の推移

○生産年齢人口は、2040年までに約1200万人減少。65歳以上人口は増加を
続ける見込み。
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主な産業別高齢就業者数及び割合

○主な産業別の高齢者就業割合を見ると、農業・林業が最も高くなっている。
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農業従事者等の高齢化による影響

基幹的農業従事者の年齢構成の推移

基幹的農業従事者：15歳以上の世帯員のうち、ふだん仕事として主に自営農業に従事している者。
（出所）令和４年９月食料・農業・農村政策審議会参考資料２より引用

農地面積の推移

（出所）農林水産省「荒廃農地の現状と対策」(令和6年1月)より引用

荒廃農地となる理由

○農業従事者や中小企業経営者の高齢化が一因となり、荒廃農地の発生等による
農地面積の減少や中小企業の休廃業・解散件数が増加している。

中小企業の休廃業・解散件数と経営者平均年齢の推移

（出所）2022年版小規模企業白書より引用

（出所）2022年版小規模企業白書より引用
（出所）農林水産省「荒廃農地の現状と対策」(令和6年1月)より引用



出生数及び死亡数の将来推計

9

○出生数は減少を続け、令和52（2070）年には50万人に。
○死亡数は、65歳以上人口の増大により、令和22（2040）年まで増加し、

その後減少。



65歳以上の者のいる世帯の割合・世帯構造の推移
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○全世帯に占める65歳以上の者のいる世帯の割合は年々上昇し、足下では
全世帯の半数超。

○夫婦のみの世帯及び単独世帯がそれぞれ約３割。



高齢者世帯の世帯構造
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○高齢者世帯の世帯構造をみると、「単独世帯」が51.6％、「夫婦のみの世帯」
が44.7％となっている。

○「単独世帯」をみると、男は35.9％、女は64.1％となっている。
○性別に年齢構成をみると、男は「70～74歳」が28.7％、女は「85歳以上」

が24.1％で最も多くなっている。

（出典）厚生労働省「国民生活基礎調査」
（備考）高齢者世帯とは、65歳以上の者のみで構成するか、又はこれに18歳未満の未婚の者が加わった世帯をいう。



65歳以上の者の家族形態
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○65歳以上の者の家族形態を性・年齢階級別にみると、年齢が高くなるにし
たがって男は「子夫婦と同居」の割合が高くなっており、女は「単独世帯」と
「子夫婦と同居」の割合が高くなっている。

（出典）厚生労働省「国民生活基礎調査」



65歳以上の一人暮らしの者の動向
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○65歳以上の一人暮らしの数は、更なる高齢化と、未婚化、単身世帯化の進行
により、2040年には現在より約220万人増加（約896万人、65歳以上男
性の約21％、女性の約25％）する見込み。



社会保障給付費の推移
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○社会保障給付費は年金、医療、福祉その他それぞれの分野において、年々増加。

（出典）厚生労働省HPより引用



労働力人口の推移
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○労働力人口総数に占める65歳以上の者の割合は13.4%（令和５年）であり、
長期的にみると上昇傾向。
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（注）2017年実績値は総務省「労働力調査」、2020年以降は(独)労働政策研究・研修機構推計。
推計は、(独)労働政策研究・研修機構が、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）：出生中
位・死亡中位推計」を用いて行ったもの。
（出所）（独）労働政策研究・研修機構「労働力需給の推計―労働力需給モデル（2018年度版）による将来推計―」

〇成長実現・労働参加進展シナリオ
各種の経済・雇用政策を適切に講ずることにより、
経済成長と、若者、女性、高齢者等の労働市場への
参加が進むシナリオ（経済成長と労働参加が進む
ケース）

〇ベースライン・労働参加漸進シナリオ
各種の経済・雇用政策をある程度講ずることにより、
経済成長と、若者、女性、高齢者等の労働市場への
参加が一定程度進むシナリオ（経済成長と労働参加
が一定程度進むケース）

〇ゼロ成長・労働参加現状シナリオ
ゼロ成長に近い経済成長で、性・年齢階級別の労働
力率が現在（2017年）と同じ水準で推移すると仮定
したシナリオ（経済成長と労働参加が進まないケー
ス）

労働力人口の見通し

○労働力人口は減少の見込みであるが、経済成長と女性や高齢者の労働参加が
進むことにより減少を一定程度抑えることが可能。



労働力人口比率の推移
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○労働力人口比率（令和５年）は、65～69歳では53.5％、70～74歳では
34.5％となっており、いずれも長期的に上昇傾向。75歳以上も11.5%と
なっており、平成27年以降上昇傾向。



完全失業率の推移
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○完全失業率は、60～64歳、65歳以上共に、長期的には低下傾向。
○直近では、新型コロナウイルス感染症の影響もあり、令和元～３年にかけて
上昇したが、その後は再び低下傾向。



65歳以上の就業者数の推移
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○65歳以上の就業者数は912万人と過去最多。



年齢階級別就業率の推移
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○この10年間で、65～69歳、70～74歳の就業率はいずれも10％以上上昇。



雇用形態別雇用率及び非正規雇用者率
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○65歳以上については、男女共に非正規雇用の割合が高い。



高齢者の就業意欲
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○60歳以上で現在収入のある仕事をしている人の約９割が「70歳くらいま
で」又はそれ以上まで働きたいと回答。



仕事をしている理由（性・年齢別）
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○60歳以上で現在収入のある仕事をしている人のうち、仕事をしている理由と
して「仕事そのものが面白いから、自分の知識・能力を生かせるから」等、
「収入がほしいから」以外の理由が約５割。70代以上では更に高くなる傾向。



高年齢者雇用確保措置・就業確保措置の導入率
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65歳までの高年齢者雇用確保措置を実施している企業

70歳までの高年齢者就業確保措置を実施している企業

○平成25年４月に65歳までの「雇用確保措置」が義務化され、ほぼ全ての企
業で実施済み。一方で、70歳までの「就業確保措置」が令和３年４月から努
力義務化されたが、実施している企業は全体の３割程度にとどまっている。

（出典）厚生労働省「令和５年高年齢者雇用状況等報告」



企業における継続雇用制度の導入状況
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○「継続雇用制度の導入」を行うことで雇用確保措置を講じている企業を対象
に、継続雇用制度の内容を見ると、希望者全員を対象とする制度を導入して
いる企業は84.6％。

○301人以上の企業においては、希望者全員を対象とする制度を導入している
企業は68.1％に留まっている。

（出典）厚生労働省「令和５年高年齢者雇用状況等報告」



企業における定年制の状況
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○企業における定年制の状況をみると、全企業では60歳定年が66.4%、65歳
定年が23.5%。

○301人以上の企業に限れば、60歳定年は77.2%と、依然として高くなって
いる。

（出典）厚生労働省「令和５年高年齢者雇用状況等報告」



70歳以上まで働ける制度のある企業の状況
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○70歳以上まで働ける制度のある企業は、全企業の41.6％。
○内訳をみると、継続雇用制度を定めている企業が大半であり、定年制の廃止

又は70歳以上定年を制度として定めている企業は少ない。

（出典）厚生労働省「令和５年高年齢者雇用状況等報告」



65歳以上の者の暮らし向き

28

○暮らし向きについて、65～74歳の３割強、75歳以上の３割弱が「多少心配」
又は「非常に心配」と回答。



高齢者世帯の所得階層別分布

29

○高齢者世帯の所得階層別分布をみると、１世帯当たり平均所得金額・中央値
共に、全世帯と比べて低く、200～250万円の層が最も多い。
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（注）高齢者世帯とは、65歳以上の者のみで構成するか、又はこれに18歳未満の未婚の者が加わった世帯をいう。

総数：（１世帯当たり平均所得金額）564.3万円、（中央値）440万円
高齢者世帯：（１世帯当たり平均所得金額）332.9万円、（中央値）271万円



高齢者世帯における所得格差
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○高齢者世帯のジニ係数（再分配後）は0.3781と、それ以外の世帯と比べて
高い。

（出典）厚生労働省「所得再分配調査」（2021年）



高齢者世帯の貯蓄の状況
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○高齢者世帯の４割弱は1,000万円以上の貯蓄を有している。
○他方、貯蓄がない世帯も約１割存在する。

（出典）厚生労働省「国民生活基礎調査」
（備考）高齢者世帯とは、65歳以上の者のみで構成するか、又はこれに18歳未満の未婚の者が加わった世帯をいう。



世帯主が65歳以上の世帯の相対的貧困の状況
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○世帯主が65歳以上の世帯の相対的貧困率は、所得面からみた場合と所得・
資産の両面からみた場合のいずれにおいても、総世帯と比べて高い。

○特に、単身世帯に限れば、所得面からみた場合で29.9%、所得・資産
の両面からみた場合で9.8%と、顕著に高くなっている。

（出典）総務省「全国家計構造調査」（2019年）



高齢者世帯の生活保護受給状況
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○被保護世帯数に占める高齢者世帯の割合は55.2%であり、そのうちの過半数
（51.0％）を単身世帯が占めている。

（出典）厚生労働省「被保護者調査」（令和５年11月分概数）



年金の繰上げ・繰下げ受給の状況

34

○65歳以上の者のうち、年金の繰下げ受給をした者は全体の２％にとどまり、
９割弱が繰上げ受給も繰下げ受給もしていない。

○繰上げ受給も繰下げ受給もしなかった者について、その理由を問うたとこ
ろ、40.5％が「65歳から受給するのが通常だと思っていたため」、6.3％
が「繰り下げ受給という制度を知らなかったため」と回答。

（出典）厚生労働省「年金制度基礎調査」（令和４年）

（単位：％）

繰上げ受給
をした

繰下げ受給
をした

繰上げ受給も
繰下げ受給も

していない

9.6 2.1 88.4
歳以上 歳未満

65 70 6.3 2.1 91.5
70 75 7.8 2.3 90.0
75 80 9.6 1.8 88.7
80 85 8.4 3.0 88.6
85 90 11.5 1.4 87.2
90 23.7 1.1 75.2

7.9 ‐ 92.1

本
人
の
年
齢

（別掲）65歳未満

総数

（単位：％）

65歳より前から
老齢年金を受
給しており、65
歳以降も引き
続き受給した
かったため

繰り下げると、
加給年金や振
替加算がもらえ

なくなるため

厚生年金を受
給しながら働い
て年金が減額
される場合、そ
の分は繰り下

げても増額され
ないため

年金が増額さ
れても、寿命を
考えると遅く受
給する方が損
だと考えたため

年金が増額さ
れると、税・社
会保険料の負
担も増えると
思ったため

65歳から受給
するのが通常
だと思っていた

ため

繰り下げ受給と
いう制度を知ら
なかったため

その他 不詳

14.5 2.2 1.2 10.6 1.0 40.5 6.3 5.8 36.9
歳以上 歳未満

65 70 13.0 3.7 1.9 21.4 1.9 43.0 2.4 4.9 33.6
70 75 13.8 2.4 1.5 11.8 1.1 43.9 4.9 4.9 35.5
75 80 16.0 1.8 1.1 7.6 0.9 39.6 7.1 5.2 38.1
80 85 16.0 1.5 0.8 5.6 0.8 36.9 8.1 7.0 39.3
85 90 15.0 1.4 0.6 4.7 0.7 35.8 10.4 7.2 39.8
90 13.3 1.5 0.4 3.8 0.4 38.8 11.0 8.8 39.0

本
人
の
年
齢

総数



OFF-JTの受講状況
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○令和３年度にOFF-JTを受講した労働者の割合は、正社員では年齢層が高く
なるほど低くなっており、60歳以上で31.8％。

○正社員以外でみると、60歳以上の20.7%が受講している。

（出典）厚生労働省「能力開発基本調査」（令和４年度）



自己啓発の実施状況

36

○令和３年度に自己啓発を実施した労働者の割合は、概ね年齢層が高いほど低
く、60歳以上では23.1%。

○自己啓発の実施方法としては、「eラーニングによる学習」「ラジオ、テレビ、
専門書等による自学、自習」等が多い。60歳以上では、「民間教育訓練機関
の講習会、セミナーへの参加」も多い。

（出典）厚生労働省「能力開発基本調査」（令和４年度）

専修学校、
各種学校の
講座の受講

高等専門
学校、大学、
大学院の講座

の受講

民間教育訓練
機関（民間企
業、公益法
人、各種団
体）の講習

会、セミナー
への参加

公共職業能力
開発施設の
講座の受講

社内の自主的
な勉強会、研
究会への参加

社外の勉強
会、研究会へ

の参加

通信教育の
受講

ラジオ、テレ
ビ、専門書等
による自学、

自習

eラーニング
（インター
ネット）に
よる学習

その他 不  明

34.7 1.6 2.1 16.7 2.7 21.4 18.7 17.1 38.0 43.3 8.1 0.3

20歳未満 14.3 * * * * * * * * * * *

20～29歳 41.7 1.7 3.7 11.9 2.6 23.9 14.8 22.3 44.0 38.8 7.8      -

30～39歳 41.6 1.9 2.6 16.7 2.6 20.2 17.6 21.5 44.6 43.1 7.4 0.1

40～49歳 35.1 1.3 1.1 17.2 3.3 21.1 19.0 15.8 34.6 45.7 10.3 0.2

50～59歳 29.1 1.4 1.5 17.9 2.6 21.2 22.1 12.9 30.5 47.1 6.7 0.5

60歳以上 23.1 2.4 0.9 24.2 1.6 19.9 23.6 5.2 29.8 36.4 7.1 1.7

総数

自己啓発を
行った

実施方法（複数回答）

（単位：％）



自己啓発の実施理由

37

○自己啓発を行った理由については、「現在の仕事に必要な知識・能力を身に
つけるため」「将来の仕事やキャリアアップに備えて」が多い。

○50～59歳、60歳以上では、「退職後に備えるため」も多い。

（出典）厚生労働省「能力開発基本調査」（令和４年度）

現在の仕事に
必要な

知識・能力を
身につけるた

め

将来の仕事や
キャリアアッ

プに
備えて

昇進・昇格に
備えて

配置転換・
出向に備えて

資格取得のた
め

転職や独立の
ため

海外勤務に備
えて

退職後に備え
るため

その他

79.2 56.8 18.2 4.8 33.1 10.3 2.5 8.3 7.1

20歳未満 * * * * * * * * *

20～29歳 80.8 67.4 24.6 5.7 46.1 14.7 2.7 3.7 4.6

30～39歳 76.8 64.6 23.4 6.5 35.9 15.7 5.6 5.5 5.5

40～49歳 80.9 57.6 21.0 4.0 30.3 6.4 0.8 7.4 7.3

50～59歳 79.5 47.3 7.7 3.8 27.3 6.8 1.2 15.8 7.9

60歳以上 76.5 23.0 0.4 1.3 16.7 3.8      - 14.2 15.4

（単位：％）

自己啓発を行った理由（複数回答）

総数



自己啓発を行う上での問題点
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○59歳までの各年齢層の８割以上、60歳以上の６割以上が、「自己啓発を行
う上で問題を感じる」と回答。

○自己啓発を行う上での問題点としては、「仕事が忙しくて自己啓発の余裕が
ない」「家事・育児が忙しくて自己啓発の余裕がない」「費用がかかりすぎ
る」等が多い。60代以上では、「適当な教育訓練機関が見つからない」も多
い。

（出典）厚生労働省「能力開発基本調査」（令和４年度）

仕事が忙しく
て自己啓発の
余裕がない

家事・育児が
忙しくて自己
啓発の余裕が

ない

休暇取得・定
時退社・早
退・短時間勤
務の選択等が
会社の都合で
できない

適当な教育
訓練機関が

見つからない

費用が
かかりすぎる

コース等の
情報が

得にくい

コース受講や
資格取得の

効果が定かで
ない

自己啓発の
結果が社内で
評価されない

どのような
コースが

自分の目指す
キャリアに
適切なのか
わからない

自分の目指す
べきキャリア
がわからない

その他

79.9 50.7 29.3 9.2 15.7 29.4 14.3 11.8 16.4 23.9 21.6 6.6

20歳未満 54.6 38.3 4.9 2.5 20.2 34.0 18.3 8.2 5.3 17.3 25.0 8.8

20～29歳 80.3 55.8 15.9 9.1 12.8 32.9 14.1 10.9 15.3 27.4 33.3 5.3

30～39歳 85.2 53.5 42.3 9.2 12.5 26.4 11.6 11.3 16.1 25.0 22.7 4.7

40～49歳 83.4 52.9 36.8 8.8 15.3 30.4 14.0 12.1 16.7 23.1 19.4 5.3

50～59歳 80.3 46.6 22.5 10.1 18.9 29.7 16.7 12.6 16.7 22.5 16.0 9.7

60歳以上 62.2 38.1 13.2 8.4 22.7 26.0 15.8 11.9 17.3 21.1 18.4 10.5

自己啓発を行
う上で問題を

感じる

自己啓発を行う上での問題点（複数回答）

（単位：％）

総数



教育訓練休暇制度等の利用状況
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○教育訓練休暇制度・教育訓練短時間勤務制度を利用したことがある者は、
２％以下。

○両制度共に、約９割が、勤務している事業所に制度がない、又は制度がある
か分からないと回答。

（出典）厚生労働省「能力開発基本調査」（令和４年度）

勤務している事業所
に教育訓練休暇制度

があり、
利用したことがある

勤務している事業所
に教育訓練休暇制度

はあるが、
利用したことはない

勤務している事業所
に教育訓練休暇制度

がない

勤務している事業所
に教育訓練休暇制度

があるか
分からない

不  明

2.0 8.4 28.3 59.7 1.7

20歳未満 4.9 3.5 34.4 57.2      -

20～29歳 2.6 7.0 21.6 67.8 1.1

30～39歳 1.3 9.0 26.9 61.8 1.0

40～49歳 2.3 7.6 30.3 58.0 1.8

50～59歳 1.3 9.8 30.6 56.5 1.8

60歳以上 2.9 8.8 30.2 54.7 3.4

勤務している事業所
に教育訓練短時間勤
務制度があり、利用

したことがある

勤務している事業所
に教育訓練短時間勤
務制度はあるが、利
用したことはない

勤務している事業所
に教育訓練短時間勤

務制度がない

勤務している事業所
に教育訓練短時間勤
務制度があるか分か

らない

不  明

1.7 7.5 28.3 59.8 2.8

20歳未満      - 3.5 37.4 59.2      -

20～29歳 2.2 6.0 21.7 68.5 1.7

30～39歳 0.9 7.4 27.5 62.4 1.9

40～49歳 2.0 7.5 30.3 58.0 2.2

50～59歳 1.0 8.4 31.0 57.0 2.5

60歳以上 3.0 8.8 27.8 52.8 7.7

総数

（単位：％）

教育訓練休暇制度の利用の有無

（単位：％）

教育訓練短時間勤務制度の利用の有無

総数



企業における今後の能力開発の見込み
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○正社員に対する今後３年間の能力開発の見込みについて、36.2％の企業が
OFF-JT、27.8％の企業が自己啓発に支出する費用を増加予定と回答。

○正社員以外に対する今後３年間の能力開発の見込みについて、18.4％の企業
がOFF-JT、14.6％の企業が自己啓発に支出する費用を増加予定と回答。

（出典）厚生労働省「能力開発基本調査」（令和４年度）



企業が労働者に求める能力・スキル

41

○企業の発展にとって最も重要と考える労働者の能力・スキル（管理職を除く
正社員）について、50歳以上では、「マネジメント能力・リーダーシップ」
（54.7%）、「チームワーク、協調性・周囲との協働力」（40.3%） の順
となっている。

（出典）厚生労働省「能力開発基本調査」（令和４年度）



企業における教育訓練休暇制度等の導入状況

42

○企業における教育訓練休暇制度の導入状況について、「導入している」は
7.4％、「導入していないが、導入を予定している」は10.0％。

○企業における教育訓練短時間勤務制度の導入状況についても、「導入してい
る」は6.3％、「導入していないが、導入を予定している」は11.0％に留
まった。

（出典）厚生労働省「能力開発基本調査」（令和４年度）


